
2013年5月の経協インフラ戦略会議にて「インフラシステム輸出戦略」を決定。「2020年に
約30兆円（2010年約10兆円）のインフラシステムの受注（事業投資による収入額等を含
む）」を成果目標として設定。以下の5本柱の具体的施策を推進。

具体的施策の達成状況を定期的にフォローアップすることが重要。今回は、戦略策定後
５度目のフォローアップであり、４回目の戦略改訂を実施。

＜5本柱の具体的施策（インフラシステム輸出戦略の施策体系）＞

１． 企業のグローバル競争力強化に向けた官民連携の推進
多彩で強力なトップセールス及び戦略的対外広報の推進、政策支援ツールの有効活用 等
２．インフラ海外展開の担い手となる企業・地方自治体や人材の発掘・育成支援
中小・中堅企業及び地方自治体のインフラ海外展開の促進、人材育成、競争力強化
３．先進的な技術・知見等を活かした国際標準の獲得
国際標準の獲得と認証基盤の強化及び「質の高いインフラ投資」の定着、
先進的な低炭素技術の展開、防災主流化の主導
４．新たなフロンティアとなるインフラ分野への進出支援
新たなインフラ分野への展開、ICT活用によるインフラ競争力強化
５．エネルギー鉱物資源の海外からの安定的かつ安価な供給確保の推進
世界経済の減速及び将来の資源価格高騰リスクを低減するリスクマネー供給強化 等

第３０回経協インフラ戦略会議（2017年5月29日） テーマ：インフラシステム輸出戦略フォローアップ第5弾
Ⅰ．フォローアップの目的

Ⅱ．過去1年の実績・成果

2015年の統計等に基づくインフラ受注実績は約20兆円であった。この数字は、「2020年
に約30兆円（2010年約10兆円）のインフラシステムの受注」という成長戦略の成果目標
の軌道に乗っていることを示すものである。

分野別実績では、昨年同様、情報通信が最も多く、次いで、エネルギーとなった。ただ
し、後者は油価の下落等による大型案件の減少により前年比で大幅な減少となった。

（注）各種統計値や業界団体へのヒアリング等を元に集計した網羅的な集計。「事業投資による収入額等」も含む。

１．インフラ受注実績
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◎統計等に基づくインフラ受注実績（注） （参考）主な分野別内訳（概数、兆円）

２. 総理・閣僚等による強力なトップセールス
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2010 2013 2014 2015 2020

（兆円）

（年）

分野 2010 20142015

エネルギー 3.8 5.6 4.4

交通 0.5 1.0 1.3

情報
通信

通信事業 1.0 5.7 6.0

通信機器等 3.0 3.4 3.4

基盤整備 1.0 1.8 1.7

生活環境 0.3 0.4 0.5

2016年はG7伊勢志摩サミットや第6回アフリカ開発会議（TICAD VI）といった我が国が
主導した国際会議等の機会を最大限に活用し、積極的なトップセールスを実施。

◎総理・閣僚等によるトップセールス実施国と主な成果



 各省・在外公館等における「インフラ案件に関する相談窓口」機能・体制の充実による案件発
掘・案件形成段階からの支援。民間コンサルティング企業の機能強化

 鉄道、空港、都市・住宅、下水道等の分野で案件形成から完工後の運営・維持管理までを
公的機関・企業が海外インフラ案件でより本格的に実施できるようにする制度的措置の検討

 首脳会議・国際会議等を通じた「質の高いインフラ投資」の概念の国際的普及

 インフラの「質」が正当に評価される入札制度導入に向けた相手国の制度改善・体制強化支援

 相手国の開発計画、政策の基本方針、マスタープラン等既存計画の見直し及び法制度・事業
制度支援等、「最上流」の早期段階からの相手国政府との連携

 都市基盤、産業基盤、それらを結ぶ交通基盤を含めた総合的な「面的開発」への我が国の経
験を活かした積極的関与

 新興国が選好するPPP案件や、メンテナンスを始めとする「インフラマネジメント」への対応に関して、
官民の知見の蓄積、提案力・実行力の強化

Ⅲ．目標達成に向けた更なる取組

 国際競争力を維持・強化できる産業を育成し、勝ち続けられるインフラシステム輸出を確立

 主要産業及び重要分野における所要の「海外展開戦略」を、政府が関係業界・企業や有識
者等の意見を適切に反映した上で策定。対象・内容の重点化等を行い、オールジャパンでイ
ンフラシステム輸出を戦略的に拡大

「質の高いインフラ」の整備等を通じて、物理的・制度的・人的連結性を強化し、
地域統合、経済開発等を促進することで、産業構造の転換・高度化等も図り、
関係国の経済・社会的な基盤強化や対象地域の安定と繁栄の確保に貢献。

（１）主要産業・重要分野における海外展開戦略の策定

目まぐるしく変化する国際競争における課題や全世界的に進行中のインフラ分野
における技術革新に対して、相手国が直面する経済・社会の課題解決への貢献も
考慮しつつ的確に対応していくことが重要。

●連結性の強化

「自由で開かれたインド太平洋戦略」等も踏まえ、
ASEAN、南アジア、中東・アフリカ等の連結性
強化を支援

●面的開発への関与

回廊開発、都市開発、沿線開発
等二国間関係の強化に貢献
する象徴的なプロジェクトを支援

自由で開かれたインド太平洋を介し
てアジアとアフリカの「連結性」を向上
させ、地域全体の安定と繁栄を促進

TICADⅥ開会セッション

（出典：官邸広報室）

（２）インフラ整備の「最上流」及び「面的開発」への関与による効率的かつ効果的受注

① 「質の高いインフラ投資」定着と入札制度の導入

② 官民のコンサルティング機能の強化

（３）その他の施策

■ インフラシステム輸出戦略も踏まえ、「質の高いインフラパートナーシップ」及びその
更なる具体策（2015年5月・11月）「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」（2016
年5月）を公表、着実に実施（昨年11月時点の残課題4項目含む全45項目措置済）。

■今後は、これらの経協ツールを活用し、国際競争力を維持・強化できる産業を育成す
べく新たに策定する主要産業・重要分野の海外展開戦略も踏まえつつ、「最上流」及
び「面的開発」への関与等により、具体的なインフラ案件の組成・受注を着実に遂行。

質の高いICTインフラ整備

に関する国際シンポジウム

（出典：総務省）

１．インフラシステム輸出の波及的効果

２. インフラシステム輸出の今後の方向性

「自由で開かれたインド太平洋戦略」概念図

 「廃棄物」分野の取組を強化
（廃棄物処理・リサイクル技術と制度をパッケージとして提供 等）

 医療、教育、防災、宇宙等における日本型システムに加え、食育、
保健（母子手帳）等を含むソフトインフラを重点分野として位置づけ

③ その他 ＪＣＭ案件：ミャンマーごみ処理発電
（出典：環境省）
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